

	熊本市重度障害者日常生活用具給付事業
令和7・8年度（2025・2026年度）業者登録申請について





申請される方は、下記のとおり申請してください。





	申請の方法



（１）受付場所
≪持参の場合≫　
受付場所　　　ウェルパル熊本３階　障がい福祉課　
受付時間　　　午前８時３０分から正午まで・午後１時から午後５時１５分まで

　　　≪郵送の場合≫
〒８６２－０９７１　熊本市中央区大江5丁目1番１号　熊本市役所　障がい福祉課　日常生活用具担当


　　　　〔申請書用封筒記入例〕
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	提出書類について






◎は必ず提出してください、〇は任意です。
	提出書類
	提出部数
	法人
	個人

	参加資格審査申請書
	申請書
	
	１
	◎
	◎

	
	事業経歴書
	主な事業経歴、会社概要等を記入
	１
	◎
	◎

	
	取扱い種目一覧
	取り扱いのある種目に○を記入
	１
	◎
	◎

	誓約書
	
	１
	◎
	◎

	委任状
	支店等で直接取引をする場合
	１
	○
	

	設備機材概要
	様式無し、特に機材がない場合はその旨を報告
	１
	○
	○

	登記簿謄本
	受理日から起算して３ヶ月以内に発行されたもの。
（法務局発行）　※写し可
	写し１
	◎
	

	住民票抄本
	（市町村発行）　※写し可
	写し１
	
	◎

	財務諸表
	法人：貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書等（直近のもの）　※写し可
	写し各１
	◎
	

	
	個人：所得税確定申告書（直近のもの）　※写し可
	写し各１
	
	◎

	市町村税を滞納していない証明書又は納税証明書
	本市に本社又は委任先である支店・営業所を有しない方
受理日から起算して３ヶ月以内に発行されたもの　※写し可
	写し１
	◎
	◎

	市税滞納有無調査承諾書
	本市に本社又は委任先である支店・営業所を有する方
※委任する場合には委任先である支店・営業所の名称等を記載。
	１
	◎
	◎

	消費税納税証明書
	納税証明書「その3」「消費税及び地方消費税」の未納がないことの証明（税務署発行）　（その3の3、その3の2でも可）
または、新型コロナウイルス感染症等により「消費税及び地方消費税」の納税猶予を受けている事業者で、そのことがわかる証明書（納税証明書「その1」）。
※受理日から起算して3ヶ月以内に発行されたもの（写し可）
	写し1
	◎
	◎

	役員等名簿及び照会承諾書
	書き方を参照の上、該当する方（役員等）
法人にあっては、登記簿謄本に記載されている役員全員を記入
	１
	◎
	◎

	重度障害者日常生活用具給付事業に関する覚書
	双方で保管しますので、２部作成ください。
	２
	◎
	◎
















	申請書類の記入方法等



※別添「記入例」を参照のこと

☆記入事項は、すべて申請書提出月の１日を基準として記入してください。
☆各様式の印鑑は、鮮明に押印してください。　※は該当する場合に添付
（１）令和７・８年度（20２５年・20２６年度） 競争見積等参加資格審査申請書〔新規・更新〕
  ①〔新規・更新〕
     ・令和５・６年度の資格登録をされている場合は“更新”に○を、初めて申請される場合は“新規”に○をつけてください。
　②申請者
     ・法人にあっては本社の所在地、名称及び代表者職氏名等を記入してください。
   　・実印は、印鑑証明書の印鑑を押印してください。
  ③支店、営業所等
  　 ・申請者が、熊本市との入札及び覚書等の権限を支店等に委任する場合のみ記入し、委任状を添付してください。
  ④連絡先
・申請書の作成責任者を記入してください。
　⑤使用印
　　 ・見積、覚書又は公費負担額の請求等の行為において、実際に使用する印鑑（代表者印・丸印。委任時は受任者の丸印）を押印してください。※覚書の印鑑と統一ください。
（２）事業経歴書
     ・〔本店〕〔支店又は主たる営業所〕には、申請書の「Ⅰ 申請者」「Ⅱ　支店、営業所等」に記載した事業所を記入。
　　 ・〔主な事業経歴〕〔会社概要〕は簡易な内容で結構です。また、「別紙参照」として、別紙を添付されても構いません。

（３）取扱い種目一覧
       経常的に取扱いのある種目に○を付けてください。（種目数に制限はありません。競争見積に参加できる種目を制限するものではありません。）　※熊本市のホームページに掲載します。

（４）誓約書

（５）※委任状
　　　申請者（本店代表者）から支店・営業所長等に対し、入札、見積書提出及び契約等の権限を委任する場合に、委任状を添付してください。

（６）設備機材概要
　　　本店又は支店等の設備機材の記載をお願いします。本店で直接取引の場合は本店分を記入してください。それ以外の支店、営業所、出張所等で取引される場合は、その分を記入してください。
　　　特に機材が無い場合、その旨を報告してください。（付箋等にその旨を記載していただければ結構です。）

（７）住民票抄本　※個人の場合必要。
　　　申請書の受理日から起算して３ヶ月以内に発行されたもの。写し可。

（８）登記簿謄本　※法人の場合必要。
　　　申請書の受理日から起算して３ヶ月以内に発行されたもの。写し可。
登記簿謄本がコンピュータ処理されている場合は、履歴事項全部証明書を提出してください。
　　　
（９）財務諸表
　　　・法人は、直近の財務諸表（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書等）写しを提出してください。
・個人は、青色申告を行っている場合は所得税青色申告書及び青色申告決算書の写し、青色申告を行っていない場
合は所得税確定申告書（白色申告）及び収支内訳書の写しを提出してください。
（１０）※市町村民税を滞納していない証明書又は納税証明書
　　　熊本市内に本社又は委任先である支店・営業所等が無い場合に、申請者（委任先を設定しているときは委任先）の
所在地の市町村税（住民税・固定資産税・法人市民税・軽自動車税・事業所税ほか）に未納が無いことの証明書又
は納税証明書を提出してください。
申請書の受理日から起算して３ヶ月以内に発行されたもの。写し可。

（１１）※市税滞納有無調査報告書
　　　本市に本社又は委任先である支店・営業所等を有する場合に提出してください。

（１2）消費税納税証明書
　　　税務署発行の納税証明書「その3」「消費税及び地方消費税」の未納がないことの証明書を提出してください。
　　（その3の3、その3の2でも可。）
申請書の受理日から起算して３ヶ月以内に発行されたもの。写し可。

（１3）役員等名簿及び照会承諾書
　　　該当する役員等（法人にあっては、登記簿謄本に記載されている役員全員。登記簿謄本と相違している場合は、
登録が遅れることがあります。）を記入し、提出してください。

	資格審査の申請ができない者




次の各号に該当する方は資格審査の申請ができません。

 (1)地方自治法施行令（以下「令」という。）第１６７条の４第１項に規定する者
（参考：第百六十七条の四 　普通地方公共団体は、特別の理由がある場合を除くほか、一般競争入札に当該入札に係る契約を締結する能力を有しない者及び破産者で復権を得ない者を参加させることができない。）
(２)熊本市が締結する契約等からの暴力団等の排除措置要綱（平成１８年告示第１０５号）第３条第１号に該当する者
※市税ならびに消費税及び地方消費税の滞納がある者については、参加資格者として登録は行いますが、熊本市業務委託契約等に係る競争入札参加者等の資格等に関する要綱及び熊本市業務委託契約等に係る指名競争入札参加者等指名基準取扱い要綱に従い、納税されるまでは競争見積に参加できないものとします。


	決定通知及び有効期間





(1) 資格審査の結果通知
　　　申請（書類が全て揃った日）から約１ヶ月後に結果と覚書を送付します。
(2) 資格の有効期間
資格の有効期間は、資格審査結果通知書・覚書に記載する登録日から、次期の資格の認定日前日（2027年3月末日）までとなります。
ただし、覚書は１年毎の更新になります。
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